平成２１年度　エネルギー使用合理化事業者支援事業に関する実施計画書

１．補助事業の名称　

　　　港湾における荷役機械の省エネ設備・技術導入による省エネルギー事業

２．事業概要（目的及び概要）（全体計画を別紙１に記載）
３．事業者及び事業所の概要

３－１　名称、住所及び連絡先

事業実施者　会社名　　　　　

　　　　　　　　　　事業実施場所　
　　　　　　　　　　最寄り駅　　　　
連絡先（管理担当）　　住所　　
　　　　　　　　　　　　　　　役職名　
　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　　　　　　　，　ＦＡＸ　

　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ－ｍａｉｌ　　
連絡先（経理担当）　　住所　
　　　　　　　　　　　　　　　役職名　

　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　　　　　　　，　ＦＡＸ　

　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ－ｍａｉｌ　　　　　　　　　　

注：管理担当者は事業全般の内容について、総括的対応が可能であるとともに、提案書に係るNEDO技術開発機構からの指示に対する一元的窓口を担うものとする。
３－２　業種及び規模等
　　　　
業種


資本金


従業員数


エネルギー管理指定工場等の別
取扱貨物量または稼働時間　　　
年間荷役設備燃料使用量


４．実施計画
４－１　計画概要

４－１－１　事業所の全体配置図（配置図）　※　導入省エネルギー設備の位置が明示されているもの

４－１－２　導入する省エネ設備の用途および台数（別図１）

４－１－３　導入する省エネルギー設備の機能、仕様、燃費等（別図２）
　　　　　　
４－１－４　導入する設備の能力の必要性の根拠　
４－１－５　同一機器（補機等も含む）を複数台申請する場合の複数台の必要性根拠

４－２　導入効果等

４－２－１　省エネルギー効果の計算書

（1） 省エネルギー量の算出根拠

　　　
　
　　　（２）省エネ計算に使用した数値の根拠（別添○）

　
　 
（３）事業導入後の省エネルギー効果の実測方法、確認方法

　　　
　　　　（a）補助事業完了後における検証方法
　　　
　　　（ｂ）事業終了後１年間のデータ取得方法
　　　　

４－２－２　費用対効果
省エネルギー量(kl)／補助事業に要する経費(億円)

補助事業に要する経費（円）／（　　（kl）×＠　　　(円／kl) ）

　＝　　年

（ 回収年 ＝ 補助事業に要する経費（円）／（ 燃料削減量（kl）×＠燃料評価単価(円／kl)）

＝    年 ）

（ 他の合理化メリットも含めると　回収年＝　　年）

　　

　
４－２－３　普及性
４－２－４　その他、上記以外の導入効果等

　　　　
　　　　
５．詳細工程
５－１　補助事業の完了予定日
           平成２２年１月３１日
５－２　スケジュール表

	年
          月
項　目  　
	２１年
	２２年

	
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３
	４
	５

	設備の選定及び発注
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	設計（RTGの場合）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	設備の製作又は改造、及び購入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	省エネ効果の確認
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実績報告及び支払い
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


５－３　所要資金計画　　別紙２
５－４　資金調達計画　　別紙３
５－５　補助事業実施体制　　※　組織図等で事業者内の事業実施体制を示すこと。

５－５　補助事業に要する経費

	経費配分内訳
	補助事業経費明細表
	補助率
	補助交付申請額

	
	項目名
	数量
	単価
	対象経費
	
	

	設　計　費

設　備　費

工　事　費

諸　経　費

消　費　税
	
	
	
	
	１／３
	　

	計
	
	
	
	　　


６．事業実施に関連する事項
６－１　他の補助金との関係

· 当該事業と直接あるいは間接に関係する他の補助金等を受けている又は受ける予定（申請中も含む）がある場合は、その補助金の内容を記載のこと。

６－２　許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項

      ※　事業実施にあたって許認可（届出）、権利使用（又は取得）の必要なものについて、その取得状況及び見通しを記載のこと。
　　　　
６－３　その他実施上問題となる事項

      ※実施上問題となる事項があれば、その内容と解決の見通しを記載のこと。
　　　　
７．特命発注に関する事項

　（有りの場合は特命理由書添付のこと。ＮＥＤＯ技術開発機構が承認した場合のみ補助対象内とすることができる。）

　　　
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構のエネルギー使用合理化事業者支援補助金は、経済産業省が定めたエネルギー使用合理化事業者支援補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を既設の工場・事業所において、省エネルギー効果が高いと見込まれ、費用対効果が優れていると認められる設備・技術を導入しようとする方に交付するものです。

別紙１　　

　　　　　　　　（エネルギー管理指定工場の別）

（業種） 　　　　　　　（資本金）　　　　　（従業員数）　　

　　　　     　 （事業者） 　　　　　 （実施場所）

	事業名
	港湾における荷役機械の省エネ設備・技術導入による省エネルギー事業

	事業の目的

　及び概要


	

	事業完了
	平成２２年１月３１日

	導入設備／技術概要
	

	普　及　性

	

	その他
	

	省エネ効果

（原油換算）
	事業前（H　　年）事業後（H　　年）

燃料使用量または電気使用量　　　　　　
取扱貨物量（ｔ）または稼働時間（ｈ）                
エネルギー原単位（kl/ｔまたはkl/ｈ）    
省エネルギ－率　
省エネルギー量　 　　



	費用対効果
	省エネルギー量(kl)／補助事業に要する経費(億円)＝ 　　(kl／億円)

	導入設備の最長法定耐用年数
	

	事業費
	　　　補助事業に要する経費　　　補助対象経費　　　　補助金申請額　(円)
設計費 　　　　　  　  
設備費　　　
工事費　　　 

諸経費　　　 
消費税　　 　 
計　　　  



※１枚にまとめること。
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